
10 国会に対する報告等 (21.7.22～21.12.4)

第171回国会閉会後から第173回国会中、法令に基づいて提出された報告等は、以下のとおりである。

年 月 日 報 告 等 の 名 称

平成21年

7.24(金) ・ ゴラン高原国際平和協力業務実施計画の変更(平成21年７月)

・ ゴラン高原国際平和協力業務の実施の状況(平成21年７月)

・ 海賊行為の処罰及び海賊行為への対処に関する法律に基づく海賊対処行動につい
て(平成21年７月)

28(火) ・ 国民生活安定緊急措置法施行状況報告書(平成21年１月１日から同年６月30日ま
で)

・ 厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律の施行状況に関
する報告(平成21年７月)

8. 4(火) ・ 平成20年度公害等調整委員会年次報告

11(火) ・ 一般職の職員の給与等についての報告、給与等の改定についての勧告及び公務員
人事管理についての報告

・ 国家公務員の育児休業等に関する法律の改正についての意見の申出

25(火) ・ ネパール国際平和協力業務実施計画の変更(平成21年８月)

・ ネパール国際平和協力業務の実施の状況(平成21年８月)

・ 平成20年度国家公務員の倫理の保持に関する状況及び倫理の保持に関して講じた
施策に関する報告

・ 平成20年度自衛隊員の倫理の保持に関する状況及び倫理の保持に関して講じた施
策に関する報告

9. 8(火) ・ 平成20年度予算使用の状況(出納整理期間を含む。)

18(金) ・ 行政組織の新設改廃状況報告書(平成21年１月５日から同年９月15日まで)

・ 会計検査院法第30条の２の規定に基づく｢取り崩される見込みのない中小企業金融
安定化特別基金について、緊急保証による欠損の補てんにも充当できるようにす
るなど、有効活用を図るよう経済産業大臣に対して改善の処置を要求したもの｣の
報告(平成21年９月)

・ 会計検査院法第30条の２の規定に基づく｢厚生労働省において、国民健康保険の財
政調整交付金の交付額の算定を適切なものにするため、退職被保険者等のそ及適
用に伴う一般被保険者数の調整を的確に行うよう改善させたもの｣の報告(平成21
年９月)

・ 会計検査院法第30条の２の規定に基づく｢還付金が高額となっている申告について
他の還付申告と区分するなどして支払事務に要する日数を短縮することなどによ
り、還付加算金の節減を図るよう国税庁長官に対して改善の処置を要求したもの｣
の報告(平成21年９月)

・ 会計検査院法第30条の３の規定に基づく｢国土交通省の地方整備局等における庁費
等の予算執行に関する会計検査の結果について｣の報告(平成21年９月)

・ 会計検査院法第30条の３の規定に基づく｢独立行政法人の業務、財務、入札、契約
の状況に関する会計検査の結果について｣の報告(平成21年９月)

29(火) ・ 平成21年度第１・四半期予算使用の状況

・ 平成21年度第１・四半期国庫の状況

・ 平成20年度国立国会図書館年報

10.14(水) ・ 会計検査院法第30条の２の規定に基づく｢利用が低調となっていて整備・運用等に
係る経費に対してその効果が十分発現していない電子申請等関係システムについ
て、システムの停止、簡易なシステムへの移行など費用対効果を踏まえた措置を
執るよう内閣官房等11府省等の長に対して意見を表示したもの｣の報告(平成21年
10月)

・ 会計検査院法第30条の２の規定に基づく｢精液採取用種雄牛の貸付けに当たり、貸
付けを無償とせず貸し付けた牛から生産される凍結精液の販売による収入に応じ
対価を徴収するなどするとともに、貸付先の選定を競争により行うなどして増収
を図るよう独立行政法人家畜改良センター理事長に対して改善の処置を要求した
もの｣の報告(平成21年10月)

・ 会計検査院法第30条の３の規定に基づく｢年金記録問題に関する会計検査の結果に
ついて｣の報告(平成21年10月)

・ 会計検査院法第30条の３の規定に基づく｢防衛装備品の商社等を通じた輸入による
調達に関する会計検査の結果について｣の報告(平成21年10月)

・ 会計検査院法第30条の３の規定に基づく｢各府省所管の公益法人に関する会計検査
の結果について｣の報告(平成21年10月)

20(火) ・ 地方分権改革推進委員会第三次勧告(平成21年10月)
27(火) ・ 平成20年度公正取引委員会年次報告



30(金) ・ 行政組織の新設改廃状況報告書(平成21年９月16日から同年10月25日まで)

11. 6(金) ・ 国民の保護に関する基本指針の変更(平成21年11月)

17(火) ・ 平成20年度我が国における自殺の概要及び自殺対策の実施状況

20(金) ・ 独立行政法人日本スポーツ振興センター平成20年度スポーツ振興投票に係る収益
の使途に関する報告書及び同報告書に付する文部科学大臣の意見

24(火) ・ 平成20年度国の債権の現在額総報告


